スナイプ級学連申し合わせ事項
全日本学連は、本取扱いにより、艇の性能の均一化をはかるとともに、加盟大学の財政的負担の軽減を目的として、その主催する大会における艇の仕様等を定め、規制を行う。

Ⅰ.規制事項

１．ビルダーごとの学連標準仕様の制定

全日本インカレに使用する艇は、以下に定めるビルダー出荷時の艇体、スパー、艤装について、購入後２年間はいかなる改造もしてはならない。ただし、メンシートシステムのブロック変更及びトラベラーシステム並びにバーバーホールの採用についてはこの限りでない。

なお、本規制制定の時点で、既に購入している艇については、購入後２年間を経過したものとみなす。

（1） オクムラボート販売株式会社：別表１

（2） 辻堂加工株式会社：別表２
（3） 村井ヨット製作所：別表３
（4） ピアソンヨット社：別表４
全日本学連は、毎年ビルダーからその出荷時仕様書を入手し、本取扱い別表として各水域学連を経由し加盟大学に送付する。全日本学連及び各水域学連は、この出荷時仕様書に基づき本規制を実施する。

２. 船齢による規制

　　  ３艇の船齢の合計を７年以上とする。

３．セールクロスの規制

　　  耐久性が低く、コストも高いマイラー生地を禁止する。

４．中古艇について

船齢３年を超えたものについて、使用を認める。

Ⅱ.運用事項

１．規制項目のチェック

全日本学連は、全日本インカレ等の主催する大会において、本規制に基づき、船齢、艇体、スパー、艤装のチェックを行う。

　２．本規制違反に対する罰則

上記大会期間中において、本規制に抵触していることが判明した場合には、当該レースもしくは大会期間中の全レースの出場資格を剥奪することがある。

３．水域ごとの規制

（1） 各水域学連は、各水域学連主催の大会において、原則として、本規制に基づき、同様のチェックを行う。上記大会期間中において、本規制に抵触していることが判明した場合には、当該レースもしくは大会期間中の全レースの出場資格を剥奪することがある。

（2） 各水域学連は、全日本インカレ出場校が使用するレース艇について、本取扱に基づくチェックを行う。

　４．規制の見直し

本規制は、全日本学連評議会において、その実効性及び妥当性について審議し、必要な場合には当年度規制を修正し、次年度の規制として決定することとする。

Ⅲ．本規制の通称

　　本規制の通称は、「スナイプ級学連申し合わせ事項」とする。

Ⅳ．規制の制定年月日

（1） 本規制は、平成１７年４月３日より実施する。

（2） 本規制は、平成１８年４月２日付にて、一部改訂を行っている。

（3） 本規制は、平成１８年９月１１日付にて、一部改訂を行っている。

（4） 本規制は、平成１８年１１月４日付にて、一部改訂を行っている。
（5） 本規制は、平成１９年４月１日付にて、一部改訂を行っている。
（6） 本規制は、平成２０年６月１日付にて、一部改訂を行っている。

以上

スナイプ級学連申し合わせ事項に関する取扱い細則

「スナイプ級学連申し合わせ事項に関する取扱い」（以下、「取扱」という）に関する細則を、以下のとおり定める。

Ⅰ.規制事項．

1． 取扱Ⅰ．１．「ビルダーごとの学連標準仕様の制定」に定める「購入後２年間」とは、ビルダーから出荷される際に、ビルダーにて発行される「計測証明書」に記載された日付を購入日付とし、その日より数えて２年間」の意味である。

2． 取扱Ⅰ．２．「船齢による規制」及び４．「中古艇について」に定める「船齢」とは、ビルダーから出荷される際に、ビルダーにて発行される「計測証明書」に記載された日付を購入日付とし、その日より数えて１年間を「船齢１年」と数えることとする。

3． 取扱Ⅰ．１．および２．に定める規制に抵触する特殊な事例が発生し、当該水域学連において「特例措置」を講ずる必要があると判断した場合には、その都度速やかに全日本学連会長宛その旨申請を行うこととする。全日本学連会長はその都度全日本学連仕様検討委員会へ諮り、全日本学連仕様検討委員会は、特例措置の要否について審議決定した内容を会長へ答申し、会長が決定することとする。本件に該当するような特殊な事例が、全日本インカレ開催直前に発生した場合には、開催水域学連にてチャーター艇を準備する等の配慮措置を講ずることとする。

4． 取扱Ⅰ．１．に定めるビルダーのうち、村井ヨット製作所については、平成１８年４月２日現在、見積書の提案がないため、取扱別紙２は存在しない。また、ピアソンヨット社については、全日本学連として学連仕様見積書の提出を要請していないため、取扱別紙３は存在しない。

5． 取扱Ⅰ．１．に定めるビルダーのうち、（１）村井ヨット製作所については、今後、学連仕様見積書の提案があった段階で、全日本学連仕様規制対象ビルダーとする。従って、全日本学連仕様規制開始日付以前に購入された村井ヨット製スナイプは、今回の全日本学連規制をクリアすることを条件として、その使用を認めることとする。なお、全日本学連仕様規制開始日付以降も、学連仕様見積書の提出がない場合には、全日本学連仕様規制開始日付以降に購入された村井ヨット製スナイプは、船齢が３年を超えないものについては、その使用を認めないこととする。（２）全日本学連規制開始日付以前に購入されたピアソン社製スナイプについては、今回の全日本学連仕様規制をクリアすることを条件として、その使用を認めることとする。全日本学連仕様規制開始日付以降に購入するピアソン社のスナイプについては、販売価格１１０万円（消費税抜き、以下同様）をクリア出来れば、日本の他のビルダーと同様の扱いとする。販売価格１１０万円をクリアできない場合には、船齢が３年を超えないものについては、その使用を認めないこととする。（３）製造を中止しているＧＨクラフト社製のレース艇は、中古艇と解釈する。

6． 取扱Ⅰ．１．に定める「全日本学連は、毎年ビルダーからその出荷時仕様書を入手し、本取扱い別表として各水域学連を経由し加盟大学に送付する。」については、具体的には、毎年４月に開催される全日本学連定時評議会において、全日本学連が各水域学連評議員に各ビルダーの出荷時仕様書を配布することにより、実施することとする。

Ⅱ．運用事項

1． 取扱Ⅱ．１．「規制項目のチェック」に定めるチェックは、全日本学連が定める統一様式を使用して行うこととする。チェックリストは、関東学連にて原案を作成し、全日本学連へ提出する。全日本学連は、承認したチェックリスト統一様式を各水域学連へ送付し、本年度の各水域インカレから使用することとする。全日本インカレに出場する大学は、本取扱に基づく規制事項をクリアしていることを証明する水域学連が作成した上記チェックリストを、エントリーの際に、主催水域学連へ提出することとする。

2． 全日本インカレ開催の都度、開催水域は学連規制委員会を編成する。全日本学連評議員は、この学連規制委員会に委員として参加し、本取扱に基づく全日本インカレ開催期間中における規制を実施する。

Ⅲ．規制の制定年月日

1． 取扱Ⅲ．「規制の制定年月日」に定める本取扱が適用されるレース艇とは、ビルダーから出荷される際に、ビルダーにて発行される「計測証明書」に記載された日付が、平成１７年１０月１日以降のものである。

2． ビルダーから出荷される際に、ビルダーにて発行される「計測証明書」に記載された日付が、平成１７年９月３０日以前のレース艇については、本取扱Ⅰ．１．の定めに従い、購入後２年間を経過したものとみなす。

Ⅳ．その他

１．現行の４７０クラスに関する全日本学連規制について

（1） 現行の全日本学連４７０規制については、上記スナイプクラスの全日本学連仕様並びに規制制定の趣旨に則り、その運用面における規制強化を行うこととする。

（2） 併せて、現行規制については、上記スナイプクラスの全日本学連仕様並びに規制と同様に、毎年開催される全日本学連定時評議会において、その実効性及び妥当性について審議し、必要な場合には当該年度規制を修正し、次年度の規制として決定することとする。

（3） 具体的には、平成１７年１１月開催予定の、次回全日本学連定時評議会において、運用面の規制強化案を提示し、審議決定することとする。

２．今後の全日本学連仕様検討委員会の活動について

（1） 上記全日本学連仕様規制の実効性及び妥当性について、毎年定期的に審議検討を行い、全日本学連評議会へ諮る場とする。

（2） また、艇購入価格を中長期的に低減させるための措置として、その販売価格の引き下げなど、各ビルダーに対する全日本学連としての要望事項を纏める場とする。

（3） 併せて、将来の全日本学連採用艇種についても、日本のヨット界の今後の動向を踏まえて継続的に審議検討を行い、全日本学連評議会へ諮ることとする。

３．全日本学連仕様並びに規制に関する規制制定に至る経緯

（1） 平成１６年１０月の全日本学連評議会決定事項を踏まえ、関東学連が、改めて奥村ボート販売株式会社を含む各ビルダーに対して、全日本学連仕様見積署の再提出を要請した。

（2） 全日本学連仕様見積書の再提出を要請するにあたっては、前回提案と同様に、艇体構造、スパーについて新たに全日本学連標準仕様を定めることが、各ビルダーに対して相当の新規投資を要求することになり、価格面で全日本学連仕様制定による「低価格化」が期待できないことから、各ビルダーから提案のあった仕様について、これを全日本学連仕様として認定することが現実的であると考えた。但し、提供価格の更なる引き下げを要請するため、ビルダーに対しては１１０万円（消費税抜き）の目標価格を提示した。

（3） 各ビルダーが再提出した全日本学連仕様見積書については、その妥当性について、関東学連にて各ビルダーの一般販売艇の仕様、価格等との比較検討を行った。この検討の結果、各ビルダーの全日本学連仕様見積については、目標価格に対する各ビルダーの原価低減努力が妥当なものであり、かつまた、現時点ではこれ以上の価格低減を要求することは困難であると判断した。

（4） なお、今後のクラスルールの改正に伴い、艇体形状の大規模な変更が必要となった場合、ビルダーによっては対応が遅れ（学連艇専用のモールドを作るため）クラスルールに適合しない部分が出てくる可能性がある。このような事態が発生した場合には、日本スナイプ協会に対して、上記全日本学連仕様艇での国内大会への参加を承認して戴くよう協議する必要がある。

（5） 上記検討結果に基づき、関東学連たたき台を各水域学連へ事前提示し、各水域学連の意見を戴くとともに、平成１７年４月３日開催の全日本学連定時評議会にて、審議を行い、上記取扱を決定した。

Ⅴ．細則制定年月日　：平成１７年４月３日付

Ⅵ．細則改訂年月日　：本細則は、平成１７年１１月５日及び１８年４月２日付にて、以下の事項につき改訂もしくは新たな制定を行った。

（1） 各ビルダーが学連に提出した仕様書のマストやパーツ類及び艤装を変更する場合、ビルダーは全日本学連に仕様の変更届を提出させることとする。

（2） 本規制は、制定後最低５年間は継続することとする。ただし、全日本学連評議会における審議結果に基づく本規制の内容の改定を妨げるものではない。

（3） 艇体へのスクールカラー等の塗装については、あえて規制は行わず、各校の判断に任せることとする。

（4） 大学が中古艇を購入する場合には、日本スナイプ協会が発行する新たな計測証明書に、ビルダー出荷時の計測証明書発行日付を日本スナイプ協会が記載する。この取扱は、４７０級においても同様とする。

（5） シート類については、すべて規制しないこととする。

（6） スパー類については、平成１７年９月３０日以前に購入したものについては、その利用を妨げない。ただし、マストを交換することによる各システムの変更は認めない。

（7） 奥村製学連艇に使用されているマストのスプレッダーには、レングスアジャスターを取り付けても良い。

（8） サイドチェンプレートには、リーチングフックを取り付けても良い。

（9） マストの下部に取り付けられている補強材のステフナーは、切断、痩削、もしくは取り外しをしても良い。ただし、このことによる各システムの変更は認めない。

（10） 本規制の通称を、「（元号表記）○○年度スナイプ級学連申し合わせ事項（最新の改訂日付記載）」とする。

（11） 平成１８年４月２日現在、辻堂加工製の艇は製作されていないため、辻堂加工用のチェックリストは存在しない。

Ⅶ．上記Ⅵ以降の細則改定年月日：平成１８年９月１１日付にて、以下の事項につき改訂もしくは新たな制定を行った。

（1） 上記Ⅵによる改訂日付以降、辻堂加工株式会社より学連仕様艇の受注情報を得たため、関東学連競技部会において現物確認を行い、辻堂加工製学連艇のチェックリストを作成し、これを細則別紙２．とした。

（2） これに伴い、従来の奥村ボート販売株式会社製学連艇用チェックリストを、細則別紙１．と表記することとした。

（3） なお、平成１８年４月３日以降、上記２ビルダーの学連艇仕様に変更があったため、規則別表１及び２を変更した。（仕様変更箇所は、各仕様書上にて赤字で記載してある）
Ⅷ．上記Ⅶ以降の細則改定年月日：平成１８年１１月４日付にて、以下の事項につき改訂を行った。

（1） ランチャーポール収納時ポールがガイドから抜けるのを防ぐためランチャーポールにテープ及び敷居すべりを巻いてもよい。（詳細はチェックリスト参照のこと）
Ⅸ．上記Ⅷ以降の細則改定年月日：平成１９年４月１日付にて、以下の事項につき改訂を行った。

（1） 艇体及びマストにコンパスを取り付けても良い。コンパスの種類、数、ならびに取付方法は他のルールに抵触しない限り自由とする。
（2） 細則　Ⅵ（２）を次のように変更する。

マストのスプレッターには、レングスアジャスターを取り付けてもよい。

（3） 本規制の通称を、「スナイプ級学連申し合わせ事項」とする。

Ⅹ．上記Ⅸ以降の細則改定年月日：平成２０年６月１日付にて、以下の事項につき改訂を行った。

　　バーバーホールを取り付けて使用しても良い。バーバーホールの取付方法及び使用する部品は他のルールに抵触しない限り自由とする。

以上















